大法人の電子申告義務化のよくあるご質問
【対象法人関係】

Ａ１　電子申告の義務化の対象となる法人 (注1)は、次のとおりです。 

　　　内国法人のうち、 

　　　・　事業年度開始の時において資本金の額又は出資金の額が1億円を超える法人(注2)

　　　・　相互会社、投資法人及び特定目的会社 

　　
(注)1　内国法人には、公益法人等・協同組合等を含みます。
なお、人格のない社団等及び外国法人は、資本金の額又は出資金の額の有無にかかわらず電子申告の義務化対象法人には含まれません。 

(注)2　設立根拠法に

　　 ①　その資本金又は出資金自体について規定されているもの、

 　　②　その資本金又は出資金の出資について規定されているもの、

 　　③　上記のほか、定款に出資持分に関する定めがあることを前提とした制度が規定されているもののうち、資本金の額又は出資金の額が１億円を超える場合に該当することとなります。

Ａ２　資本金の額又は出資金の額が1億円超であるかどうかについては、「事業年度開始の時」に判定します。

Ａ３　電子申告の義務化の対象となるかどうかは、「事業年度開始の時」に判定します。 
したがって、事業年度開始後に減資を行い資本金の額又は出資金の額が1億円以下となったとしても、当該事業年度の申告は、電子申告の義務化の対象となります。 

 　 　なお、予定申告及び仮決算の中間申告についても電子申告の義務化の対象となります。   


Ａ４　地方税の申告については、その申告主体ごとの資本金の額又は出資金の額により対象か否かを判断することとなります。したがって、連結子法人の事業年度開始の時における資本金の額又は出資金の額が1億円超である場合は、電子申告の義務化の対象となりますのでご注意ください。   
【適用開始関係】

Ａ１　令和2年4月1日以後に開始する事業年度から適用されることとなります。
したがって、事業年度が1年間の3月決算法人の電子申告の義務化の適用開始時期を示すと、以下のとおりとなります。

(例)　事業年度が1年間の3月決算法人(決算期の変更がない場合) 

　　　　①　確定申告 

 　　　　　　令和3年3月期以後が対象 

 　　　 ②　予定申告(仮決算の中間申告) 

　　　　　　 令和2年9月期以後が対象

Ａ２　国税においては、適用日(令和2年4月1日)以後、電子申告の義務化の対象となる法人及び対象でなくなった法人は、所轄税務署長に対し、「 e-Taxによる申告の特例に係る届出書（PDF形式：約223KB)」を提出する必要がありますが、地方税においては、届出義務はありません。
【対象書類関係】

Ａ１　電子申告の義務化の対象となる書類には、申告書だけではなく、地方税法等において申告書に添付すべきこととされている書類（申告書別表や財務諸表などのいわゆる「添付書類」）も含まれており、申告書と併せてeLTAXにより提出する必要があります。
なお、法人事業税における外形標準課税対象法人等が、法人税の申告を電子情報処理組織を使用する方法（e-Tax）により行い、その際財務諸表を電子的に提出している場合は、国税当局・地方団体が情報連携を行うことにより、法人事業税の申告において添付が必要とされる財務諸表の提出が不要となります。
また、利用者が申告／申請・届出時に別表・添付書類を追加する必要が生じた場合は、eLTAXにより別表・添付書類を個別に追加送信できる機能が追加される予定です。

Ａ２　光ディスクによる提出が可能となる書類は、添付書類です。したがって、全ての申告書、添付書類を光ディスクに格納して提出することはできません。 
なお、光ディスクによる提出は、令和２年４月１日以後に開始する事業年度の申告から利用可能です。 

【手続関係】

Ａ１　確定申告書、中間(予定)申告書、仮決算の中間申告書、修正申告書の提出が対象です。

Ａ２　原則、電子申告がなされない場合には不申告として取り扱います。ただし、次の①②の場合にはそれぞれ以下のとおりとなります。
①　eLTAXに障害が発生したことに伴い、多くの納税者が期限までに申告等をすることができないと認められる場合
⇒　総務大臣の告示により、申告等の期限を延長し、申告書及び添付書類を書面により提出することができます。

②　電気通信回線の故障、災害その他の理由によりeLTAXの利用が困難であると認められる場合
⇒　法人税の申告書を書面により提出することについての申請書（「e-Taxによる申告が困難である場合の特例の申請書(PDF形式：約227KB)）を所轄税務署長に提出したことを明らかにする書類を、申告書の提出期限の前日までに、又は申告書に添付して当該提出期限までに、申告を行う地方公共団体の長に提出した場合は、法人税と同様に申告書及び添付書類を書面により提出することができます。
⇒　上記によらない場合は、電気通信回線の故障、災害その他の理由によりeLTAXの利用が困難である旨を申告を行う地方公共団体の長に対して申請書を提出し承認を受けることで、申告書及び添付書類を書面により提出することができます。当該承認を受けるためには、書面による申告書及び添付書類の提出をすることができる期間として地方公共団体の長の指定を受けようとする期間の開始の日の15日前（理由が生じた日が申告書の提出期限の15日前の日以後である場合は、当該期間の開始の日）までに、当該申請書を提出しなければなりません。
Ｑ１　電子申告の義務化の対象法人を教えてください。　





Ｑ２　資本金の額が1億円超であるかどうかはどの時点で判定しますか？





Ｑ３　事業年度の途中で減資を行い、資本金の額が1億円以下となった場合は、電子申告の義務化の対象法人ではなくなるのでしょうか？





Ｑ４　連結納税の適用を受けており、連結親法人の資本金の額が1億円超であるときは、連結子法人においても電子申告の義務化の対象法人となりますか？　





Ｑ１　電子申告の義務化は、いつの事業年度からが対象となりますか？　





Ｑ２　電子申告の義務化の対象法人となった場合、届出書の提出を行う必要はありますか？　





Ｑ１　電子申告の義務化の対象となる書類には、申告書だけでなく、申告書に添付する必要がある書類も含まれるのでしょうか？





Ｑ２　添付書類等の光ディスクによる提出が可能となるとのことですが、全ての申告書、添付書類を光ディスクに格納の上、提出することは可能でしょうか？





Ｑ１　電子申告の義務化の対象となる手続は、確定申告のみでしょうか？





Ｑ２　電子申告の義務化の対象法人が書面により提出した場合はどうなりますか？








